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１　効果的で効率的な行政経営システムの確立
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限りある経営資源を適切に配分することにより，最少の経費で最大の効果が発揮できるような行政経営を行っていま
す。
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２４　行政経営基盤を強化する
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本市の行政運営を効果的・効率的に行うことで，行政経営基盤が強化されています。
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　Ａ ：前年度より向上
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Ｂ ：前年度同水準
　　（±２％以内）

　「行政改革推進プラン」に計上する９１取組について，おおむね予定どおりに進捗しており，プランの着実な推進に
より，平成２４年度においては約２２億円の経費削減・増収を図るとともに，これらの見直しによって得られた成果
を，より優先度・重点度の高い事業に再配分している。
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※『①施策指標』の単年度の達成度の計算について
　
  ★ 逓増型の指標（目標値が基準値より増加することが望ましいもの）　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　×　１００　（％）

　
　★ 逓減型の指標（目標値が基準値より減少することが望ましいもの）　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ×　１００　（％）
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３　施策を構成する事業の状況
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H13

　優先化・重点化を図るべき取組の導出に向け，改定基本計画の政策・施策
の進捗状況を的確に把握できるよう，評価内容の充実を図るとともに，評価結
果と総合計画実施計画等のつながりを強化するなど，評価制度の改善を行
う。

H7

・本市にふさわしいまちづくりを効果的・効率的に実現するため，国の一括法
や県の特例条例に適切に対応するとともに，中核市長会の活動を通じて，住
民に身近な基礎自治体に必要な事務権限と税財源が移譲されるように国に働
きかけを行う。
・引き続き，自治基本条例の適切な運用を図るとともに，出前講座の実施やイ
ベント等におけるパンフレットの配布など，さまざまな機会をとらえて，自治基
本条例に対する市民の理解を深め，広くその定着を図っていく。

　県都特有の高次な行政課題の解決に向け，より効果的な会議運営を図る必
要があり，Ｈ２５年度は本市が研究会の取りまとめを行うことから，研究テーマ
について，先進的な取組を実施する構成自治体と積極的に研究や意見交換を
行い，研究成果について本市のまちづくりへの活用を図っていく。

H4

S47

S57

・広域的共同・協力事業の推進
・栃木県央都市圏首長懇談会の
運営

栃木県央都市圏の６市４町
（宇都宮市，鹿沼市，真岡
市，さくら市，下野市，日光
市，上三川町，芳賀町，壬生
町，高根沢町）

　圏域の実情に応じたより自主性の高い広域連携の実現に向け，特に構成市
町が喫緊の共通課題として挙げる「行政区域境における公共交通の連携」を
テーマとし，連携方策を検討していく。

　国における定住自立圏構想などの新たな広域連携の取組などの環境の変
化を踏まえ，６市４町の枠組みにふさわしい広域連携のあり方を検討するとと
もに，各構成市町と意見交換を行いながら，圏域の実情に応じた課題の解決
に資する取組となるよう，当懇談会の運営のあり方の見直しを行う。

H16

H16

　市民の偉大な行為や功績を称える表彰制度は，市民の市政参加に寄与して
おり，市政運営において重要な役割を果たしている。今後は，対象者や潜在候
補者に関する幅広い情報収集や受賞者の功績の効果的なアピール等の課題
解決を図りながら事業を継続していく。

―

　登録調査員数は総務省で指定する登録基準数（３４２人）を大きく上回るが，
資質の向上と登録継続が課題であることから，調査現場で役立つテーマを選
定した研修を実施していくとともに，積極的な広報活動を行い，より多くの登録
調査員を確保し，大規模な周期統計調査に対応できる体制を構築していく。

　第５次総合計画改定基本計画の策定作業と整合を図るとともに，市民ニーズ
の高い行政分野や，取組の遅れている分野での施策事業を着実に推進する
ことが必要であり，施策ごとに設定した市民満足度指標や，施策指標などとあ
わせ，ニーズの変化を踏まえながら総合的に達成状況を把握・分析し，事業の
優先化・重点化を図りながら計画を推進していく。

　複雑・多様化する行政課題の解決に資する政策分析や施策提案の充実の
ため，今後とも大学等と連携を図りながら，課題解決に向けた先駆的・基礎的
研究や政策立案を行うとともに，各部局における調査研究，立案，事業化を支
援することにより，本市の政策形成機能を高めていく。

市政研究センターの運営

総合計画基本計画の推進

統計調査員確保対策事業

H20

　全市的・全庁的・継続的な取組による市民や事業所等への更なる意識啓発
や，市民を巻き込んだ活動の展開，情報発信力の向上が課題であり，引き続
き，「宇都宮ブランド推進協議会」を中心として市民・企業・団体が一体となった
取組を積極的に展開するとともに，本市マスコットキャラクター「ミヤリー｣を活
用したメディアプロモーションによる効果的な情報発信とメディア獲得を進め，
宇都宮ブランドを推進していく。

S29

・都市間の政策的連携の推進

・情報収集・発信拠点の活用促進
・シティセールスの強化
・市民参加型事業の推進

・シティセールスの強化
・市民参加型事業の推進

宇都宮市表彰条例による表
彰対象者（市民栄誉賞，市政
功労表彰，うつのみや市民
賞，市長特別賞）

・功績に応じた各表彰等

構成市（横浜市，水戸市，甲
府市，前橋市，宇都宮市，千
葉市，さいたま市）

行政評価システムの推進 ○

地方分権の推進
（国の分権改革への対応，自治基本条例の推進など）

№

宇都宮地区における広域連携の推進

　市民生活の安定を最優先に考えた行政サービスを継続的・効率的に提供し
ていくため，既存の事務事業の再構築や民間活力の更なる活用など，「行政
改革推進プラン」の取組内容のより一層の充実を図りながら，改革を着実に推
進する。

H7

事業内容

対象者・物（誰・何に） 取組（何を）

H12

○
行政改革の推進
（外部委託の推進，事務改善の推進など）

統計調査解析事務

宇都宮ブランド戦略の推進 ○

条例表彰事務

総合評価落札方式の運用 ・民間活力の積極的な活用 H18

　工事品質の確保や適正な施工，建設業者の育成と技術力の向上に効果が
認められるため，実施効果の高い工事内容の案件を対象として抽出し，総合
評価落札方式を引き続き試行実施する。
　実施効果の高い工事は，設計金額，工事内容，施工条件などを勘案して決
定する。また，より適正な評価と公正で円滑な運用を図るため，評価項目や運
用方法を改善して実施する。

事業が属する総合計画の構成事業名
戦略Ｐ・
主要事業

・多様な手法を活用した事務事業の再構築
・民間活力の積極的な活用

・行政評価システムの推進
・多様な手法を活用した事務事業の再構築

事業名

首都圏県都市長懇話会の運営

栃木県央都市圏首長懇談会の運営

施 策 目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 方 針開始年度

市民，庁内各課

・行政改革推進プランの進行管
理，公表
・行政改革推進プランの改定
（毎年度）

市民 ・評価の実施，公表

　国等の統計調査においては市町村単位での結果が公表されているものが限
られていることから，独自にデータの推計を行う手法の研究が必要であるた
め，各種統計データを収集するとともに，実務研修への参加や，先進都市の事
例研究などにより，市の施策や評価に活用可能な分析手法を習得し，庁内外
へ発信していく。

・分権型社会にふさわしい自治制度の確立
・自治基本条例の運用

市民，国・県，庁内各課

・地域主権一括法，県特例条例
等を活用した本市にふさわしい
まちづくりの推進
・中核市市長会を通じた研究，
国への提言・要望
・市民等への自治基本条例の周
知・啓発

・広域的共同・協力事業の推進
本市を含む広域圏（宇都宮
市，上三川町，壬生町）

・討議会の準備・運営の支援

・政策形成能力の向上に向けた
調査研究，人材育成，情報収
集・発信

総合評価落札方式による入札契
約の試行を実施する。

市が発注する建設工事の入
札契約

市職員，市民

・統計調査員の量・質の確保・
向上

・情報の収集・分析により，各
種統計データを提供。分析手法
の構築

庁内外

市民，登録統計調査員

・懇話会，研究会への参加

市・内外の人，企業等
・「ブランド・メッセージ」を
もとにした，情報発信

市民
・総合計画実施計画の改定（毎
年度）
・施策事業の進行管理，公表



４　今後の施策の取組方針

〈施策全般〉
◆厳しい社会経済環境の中，限られた経営資源で高度化・多様化する行政課題や市民ニーズの変化に的確に対応していくため，改定基本
計画に掲げる構成事業「多様な手法を活用した事務事業の再構築」や「公有財産マネジメントの推進」，「行政評価システムの推進」等を通
じて，施策・事業全体の優先化・重点化を図るとともに，より必要性や効果の高い事業への再構築を推進する。

今後の方向性

課題

〈主要事業〉
◆「行政改革の推進（外部委託の推進，事務改善の推進など）」については，社会経済環境や市民ニーズの変化に対して，引き続き的確に
対応していくため，平成２６年度に計画期間が終了する「第４次行政改革大綱」に基づく取組を総括し，新たな大綱の策定を見据えた検討を
行う。
◆「行政評価システムの推進」については，優先化・重点化を図るべき取組の導出に向け，改定基本計画の政策・施策の進捗状況を的確
に把握できるよう，評価内容の充実を図るとともに，評価結果と総合計画実施計画等のつながりを強化するなど，評価制度の改善を行う。
◆「宇都宮ブランド戦略の推進」については，全市的・全庁的・継続的な取組による市民や事業所等への更なる意識啓発や，市民を巻き込
んだ活動の展開，情報発信力の向上が課題であり，引き続き，「宇都宮ブランド推進協議会」を中心として市民・企業・団体が一体となった
取組を積極的に展開するとともに，本市マスコットキャラクター「ミヤリー｣を活用したメディアプロモーションによる効果的な情報発信とメディ
ア獲得を進め，宇都宮ブランドを推進していく。
◆「公有財産マネジメントの推進」については，人口減少や少子・高齢化の一層の進展，公共施設の老朽化・更新時期の集中等の課題を踏
まえ，今後のネットワーク型コンパクトシティの形成等を見据えながら，公共施設の統廃合や民間活力の更なる活用など，最適な更新投資
の検討を行っていく。

〈その他個別事業〉
◆「栃木県央都市圏首長懇談会の運営」については，国における定住自立圏構想などの新たな広域連携の取組などの環境の変化を踏ま
え，６市４町の枠組みにふさわしい広域連携のあり方を検討するとともに，各構成市町と意見交換を行いながら，圏域の実情に応じた課題
の解決に資する取組となるよう，当懇談会の運営のあり方の見直しを行う。

◆厳しい社会経済環境の中，限られた経営資源で高度化・多様化する行政課題へ的確に対応し，市民満足の向上につなげる
ためには，必要性や効果等のより高い施策・事業に資源を優先的，重点的に配分していく必要がある。
◆人口減少や少子・高齢化の一層の進展，公共施設の老朽化・更新時期の集中等の課題を踏まえ，今後のネットワーク型コン
パクトシティの形成等を見据えながら，公有財産マネジメントに取り組んでいくことが必要である。
◆本市の認知度，信頼度の更なる向上を図るとともに，宇都宮に対する市民の自信・誇りを醸成し，愛着度を高めていくことが
必要である。

方向性


